
の中に個々の事務事業を位置付け、そ

の目的、目的達成度としての成果指標、

必要予算と所要時間を明確にして、限ら

れた資源の重点配分、有効活用を図る

ためのマネジメントツールであり、自己評

価のシステムである。

事務事業評価システム
導入の取り組み

導入にあたっては、1995年度に導入

準備として部長、次長を対象とする自治

体経営革新研修、所属長を対象とする

政策・事務事業評価研修を実施し、幹部

職員の意識改革から始めた。具体的に

は、宿泊討議など5日間かけて、レポー

ト、個別面談、知事とのディスカッション等

を交えながら、その中で事務事業評価

システム原案に関する討議を行った。

1996年度に本庁において導入する際

に、実質的に動かしていく本庁の課長、

課長補佐、係長等に実務的な取り組みの

研修を行い、個別に一人ひとりのサポー

トも行った。

事務事業評価
システムの進化

1. 基本事務事業の設定

1996年度に導入した事務事業目的

評価表は、個々の事務事業についての

評価、改善・改革の検討のプロセスを重

視していた。しかし、事務事業評価の基

本的な考え方が目的からの評価、改革

であること、政策の目的体系に基づき評

価すること、サービスの受け手にとって

の成果の評価であることを考えれば、約

3,300の個々の小さい事務事業レベルの

評価に加え、もう少し大括りでできるだけ

生活者に分かりやすい事業群単位での

評価が必要ではないかとの議論が行わ

れた。

そこで、策定されつつあった新しい総

合計画の政策体系に沿うような方向で、

何本かの事務事業を束ねる「基本事務

事業」を1997年度に設定し、それに対応

する「基本事務事業目的評価表」を創

設した。基本事務事業は予算の事業目

レベルでもあり、これによって総合計画、

事務事業評価システム、予算編成の連

動性を高めていこうとした。

事務事業目的評価表は、各部局の作

成者の意見を取り入れながら、様式、項

目等毎年度改善を続けている。

2. 事務事業目的評価表の公表

1998年度に行政システム改革の中で

新たに設置された三役、部局長等で構

成する財政会議で、事務事業目的評価

表を県民に情報提供するべきだとの提

案があり、議論が行われた。

事務事業目的評価表は自己評価シ

ステムであり、評価に基づく改革の方向

の内部検討を重視して予算議論の添付

資料としていたこともあり、政策形成過

程情報でもあることから、情報公開に馴

さわやか運動

「生活者起点」を改革の理念に掲げ

た三重県の行政システム改革は、生活

者を起点とする行政運営の実現を目指

す「さわやか運動」の展開から始まった。

さわやか運動は、すべての事業を県

民の立場に立って費用対効果で総点検

する道具、仕掛けとしての「事務事業評

価システム」をその中核的なシステムと

し、関係する他のシステムと有機的に組

み合わせ、政策の重点、事務事業のや

り方、財政基盤、人の意識と行動をトー

タルに改革していくことを目指したもの

である。

事務事業評価システムの
基本的な考え方

事務事業評価システムは、県民一人

ひとりに目を向けた「生活者を起点とした

行政運営」を目指し、職員が一丸となっ

てこれに対して挑戦する体制を築き上

げていくための根幹となる仕組みであ

る。その特徴は、行政の果たすべき役

割・使命に基づき、成果の指標化を図り、

目標を共有化していくことである。さら

に、その指標により目標を達成できたか

どうかの検証を行い、従来からの事務事

業の改革方向を設定し、新たな事務事

業を導くものである。つまり、「生活者起

点」「成果志向」の行政を実現するため

に、行政使命－政策－施策の全体体系

自治体Express
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染まないのではないかとの意見も強かっ

た。しかし、事務事業目的評価表はもと

もと県庁内部はもとより県民との共通言

語とするのが目的であること、また、情報

提供することにより県民の行政参加が進

むとの考え方から、行政情報室、県議会

図書館にそれぞれ14冊にもわたる公開

用のファイルが備えられた。

3. 予算との連携強化の試み

さわやか運動は、事務事業評価シス

テムを中核システムとして、長期計画策

定・評価システム、予算編成・執行管理シ

ステムとの連動を図りながら改革を進め

ることも目的としている。それゆえ、予算

編成との連動のため、予算担当とともに

目的評価表の精査、成果指標の設定困

難事業の洗い出し、成果指標の簡略化

等の検討を行った。また、新規事務事業

の予算調整に活用するための新規事務

事業目的評価表の導入を図った。

4. マネジメントツールとしての活用

事務事業評価システムの第1の目的

は職員の意識改革であったが、評価シ

ステムが政策評価としての新たなステッ

プに入ろうとしていたこともあり、事務事

業評価システムについても、①政策や行

政活動の質の向上（マネジメントツール

としての活用、政策形成能力の向上）、

②行政の説明責任の向上、という方向へ

一歩踏み出すこととした。そのため、1999

年度に各部局の職員数名からなる事務

事業評価システム活性化チームを立ち

上げ、評価表の様式、運用スケジュール、

予算編成での活用等について集中して

議論を行った。また、有識者の方々にご

意見をいただきながら、マネジメントツー

ルとしての評価システムに改善していっ

た。しかしながら、改善後の評価システ

ムの定着状況の聞き取りでは、評価シス

テムの活用は限定的であったため、評価

システムそのものより全体最適の視点か

ら県政全体のシステムを変えなくては、

評価システムの活用、ひいては成果志

向、結果重視の県政、生活者起点の完

成は構築できないと考えるにいたった。

政策推進システム

三重県では、事務事業評価システム

の導入や行政システム改革、予算編成

過程の改革などを進めてきたが、それぞ

れのシステムをより統合させる必要性が

感じられるようになり、評価を軸にした統

合マネジメント・システムを構築する必要

があるのではないかという議論が出てい

た。そのため、総合計画の進行管理や

予算編成、組織・人事管理などともリンク

した、より完成度の高いシステムづくりを

目指して、事務事業評価システムのバー

ジョンアップに取り組むことになった。

2000年度から2001年度にかけて検討

された政策推進システムは、「三重のく

にづくり宣言」（新しい総合計画）を中心

とした県政を推進し、第2次実施計画に

定める「施策」や「基本事業」を的確に

マネジメントするためのシステムである。

三重県庁の行政運営を従来の「管理」

型のシステムから「経営」型のシステム

へと転換を図るものとして、評価システム

を中心に構築された。

みえ政策評価システム

政策推進システムの中核システムであ

る「みえ政策評価システム」は、職員の

意識改革に重きを置いた事務事業評価

システムの導入から、マネジメントツール

として政策や行政活動の質の向上に重

きを置いたその運用を経て、行政の説

明責任をよりよく果たす役割に軸足を移

したものである。

みえ政策評価システムは、事務事業の

評価（事務事業の執行現場の意見を反

映した担当者による評価）、基本事業の

評価（マネジメントツールとしての位置付け

のマネージャーによる事業成果の評価）、

施策の評価（県民とのコミュニケーション

ツールとしての位置付けの総括マネー

ジャーによる政策目標の評価）の三層の

評価システムである。従来の基本事務事

業までの評価に加えて、みえのくにづく

り宣言の67本の施策を評価し、県政の

大きな方向性についての議論に活用し

ていくこととしたものであり、評価結果を

「みえのくにづくり白書」として公表・刊

行して県民、県議会との間で情報共有

することとしている。

施策レベルまでの評価の実施によっ

て、事務事業評価システムを政策評価シ

ステムへ進化させるとともに、評価に基

づく予算の包括配分の実施を可能にし

た。

みえ政策評価システムを中核として、

①総合計画を基軸とした県政運営、②

庁内分権と成果志向のマネジメント・サ

イクルの確立、③適切な行政経営資源

の配分、④県民との情報共有と意見の

反映などによる県政運営の実現を目指

す政策推進システムは、今までの行政シ

ステム改革の集大成であり、三重県独自

の行政経営モデルであると考えている。

1951年生まれ。1969年三重県庁入庁。商工、
土木、財政、人事、市町村、税務などの行政に
従事。1995年から三重県の行政システム改革
に財政担当として関わる。2000年に政務政策
課長として三重県産業廃棄物税（法定外目的
税）の創設に関わる。現在は、財政、県税、施設
管理、営繕などの業務を担当。
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